
 平成23年度当初予算　予算要求シート

-

今年度要求のポイント

  21年9月～　事業開始
　21年度実施施設　0ヵ所
　22年度実施施設　2ヶ所

　施設数　4ヶ所（新規2ヶ所・継続2ヶ
所）

【経過（～22年度】 【23年度】

消耗品費

運営費補助（新規開設）

事業期間 　H    ～　H　　

項目

前年度における開設分への運営費補助とともに、保育所入所待機児童の解消、子
育てと仕事を両立できる就労環境の整備や企業の人材確保等につながる事業であ
ることから、新たに2箇所の開設・運営等について補助を行う。

22年度予算

平成23年度要求額

57,4539,500

全体事業費

事 業 名 事業所内保育施設運営事業

主な要求内容 （単位：千円）

設置費補助

平成22年度予算額

(単位　千円)

通信運搬費

3,100 22,320  ＠ 62,000×20人× 9ヶ月×2施設 ＝ 22,320,000

運営費補助

平成21年度決算額

10

3

22,320  ＠ 62,000×15人× 12ヶ月×2施設 ＝ 22,320,000

内容・積算等

 ＠ 400,000 × 2施設 ＝ 800,000円

12,000

23年度要求額

　＠6,000,000　×　2施設　＝　12,000,000円

9,500 57,453

  本事業の待機児解消効果や国の動向
を注視しながら24年度以降のあり方を検
討する。

【今後（～24年度】

その他　特記事項スケジュール（経過及び今後展開）

その他

合計

　定員５名以上の事業所内保育施設を設置する市内の事業主等を対象
として、その設置、備品・保育遊具及び運営に要する費用の一部を補
助する。
【補助金内容】
①　設置費補助  （限度額600万円）
  　施設の改修費や購入費などの設置に要した費用の4分の3以内
②　遊具等購入費補助　（限度額40万円）
  　保育遊具や保育備品などの購入に要した費用の4分の3以内
③　運営費補助　（補助対象者は市内在住で保育に欠ける児童に限
定。補助期間は10年
　　を限度。）
  　　0～2歳児　　児童1人につき62,000円／月
  　　3～5歳児　　児童1人につき38,000円／月

019

事業内容

関連事業

整理番号 14

　多様な就労形態に対応した保育サービスを提供することで、保護者
の就労を支援するとともに保育施設の選択肢を広げ、認可保育所にお
ける入所待機児童の解消を図る。また、就労環境の整備を通じて仕事
と子育ての両立を支援することで企業の人材の確保や雇用の創出につ
なげる。

事業目的

子ども青少年局　保育施策推進室局・課名／　　

400 800

6,000

遊具等購入費補助

0事 業 費


